
　長崎県は，51の島々に約 11万人（県
民の 8.6％）もの住民が生活している
日本一の離島県である。離島やへき地
における医療の確保は，県政の最重要
課題の一つであり「長崎県医療計画」
に基づき，適切かつ格差のない医療提
供体制の構築と住み慣れた地域で自立
した生活を送るための事業を推進して
いる 1, 2）。しかし，離島やへき地で医療・
福祉を支える労働資源不足と本土（都
市部）への専門医の偏在が深刻化して
おり，本土での専門的な医療提供の需
要が高まっている。
　今後，長崎県の医療需要は 2035年
にかけてピークを迎える。With／After
コロナ，医師の働き方改革，VUCA（変
動・不確実・複雑・曖昧な）時代にあ
るこれからの 10年は，政策に頼るだ
けでなく，地域・医療施設・医療従事
者等，それぞれが創意工夫を試みなが
ら「限られた資源（ひと・もの・かね・
情報）」を有効に活用し，サスティナ
ブルなケアシステムを構築していく必
要があると言える。

高まる医療需要にどう対応するか

　国立病院機構長崎医療センター（以
下，当院）は，県央に位置する高度急
性期総合医療施設（病床数：643床，
38診療科，医師数：220人，看護師数 : 
612人，平均在院日数：11.7日，救急
応需率：99.0％）である。地域医療の
最後の砦（離島の親元病院）として，
高次脳卒中センター，航空搬送を含む
24時間体制の救急医療や，遠隔画像
診断支援等を担い，適切かつ格差のな
い医療提供体制の構築に努めている 3）。
　そうした状況下，筆者が所属する脳
神経系領域（神経系疾患）において
2010～14年の 5年間と 2015～19年の
5年間をそれぞれ DPCデータに基づ
き比較すると，脳卒中ホットラインの
入電数は 2.6倍，脳血管内治療適応患
者は 4.7倍，離島から当院へ搬送され
る急性脳梗塞患者（drip and ship症例）
は 7.5倍と増加傾向にある。医療需要
の高まる領域で活動する脳神経外科医
師は，緊急手術や救急患者診療等で多
忙となり，病棟不在（医師へのアクセ
ス困難）を余儀なくされている。
　また，この問題と並行して，非効率
な診療・地域連携と，共に活動する看
護師・コメディカルの心身の疲弊も懸
念される。患者・家族に対するきめ細
やかなケアの提供も困難となり，疾病
管理不足・退院支援不足によって，患
者満足度の低下や在院日数の延長，住
み慣れた環境への移行困難，新規入院
患者の受け入れ困難といった，医療の
質低下につながりかねない。脳神経系

領域の診療は当院の強みでもあるが，
医療需要が今後さらに高まる中で，起
こり得る事態を予測した上で「ひと」
という資源を有効活用しなければ，逼
迫することが十分推測される。

医療提供体制の適正化をめざし 
診療看護師（NP）を先駆的に導入

　諸外国（OECD加盟国）では，日本が
直面しているような種々の課題を解決
するために，Nurse Practitioner（NP）と
いう，看護の基盤を持ちながら一定レ
ベルの診断や治療などを行える看護職
を医療現場に導入し，医療の質や患者
満足度，医療費の抑制効果等に関する
多くの成果を示している 4～6）。最近では，
NPの日本における資格化・導入につい
ても国策レベルで検討され始めた 7, 8）。
　わが国の「診療看護師（NP）」とは，
高度な看護実践能力を持ち，スキルミ
ックスによるチーム医療を提供できる
諸外国の NPをモデルとして教育され
ており，5年以上の看護経験と修士課
程修了（NP教育課程）を要件に日本 NP
教育大学院協議会から認証される，現
行法上の「看護師」である 9）。特定行為
を補助的に活用しながら，臨床で培っ
た看護師としての知識・経験を基盤に
患者の個別性に合わせた全人的ケア，
そして医師の思考（治療的視点・臨床
推論の能力）との融合をイメージした
実践を可能とする。「チーム医療の推
進」「地域連携の強化」を具現化でき，
質の高い医療提供体制確立のための有
効な解決策となる可能性を秘めている。
　当院は 2014年度より診療看護師
（NP）を先駆的に導入し，医療提供体
制の適正化をめざしてきた。22年度
は 7人が所属，うち 2人は医療需要の
高い脳神経外科専属だ 10）。当院の診療
看護師（NP）は，医師不在時でも多
職種間の情報交換が促進されるようか
かわる「チーム医療の要」として，そ
して治し，治せなくても，地域で診・
看・支えられるようにつなぐ「地域医
療の担い手」としての役割を果たすこ
とを目標に活動を展開している。
　主な実践を紹介する。当院の診療看
護師（NP）は大学院教育で培った 7
つの能力（註） 9）を活用しながら，下
記に示す内容に取り組む。
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限られた医療資源の中で，
サスティナブルなケアシステムを構築する
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　内容を見てもわかるように，患者へ
の直接的なケアだけでなく，現場目線
で医療提供体制をマネジメント・コー
ディネートし，院内のみならず地域で
も活躍している。
　当院脳神経外科では診療看護師
（NP）の具体的な成果として，これま
で医師が担っていた人工呼吸器設定変
更，気管切開チューブ交換，ドレーン
抜去等の 17項目の特定行為実践（242
回／3か月）を担当医師の包括的指示
の下に実施し，総業務時間の約 5％
（68.8時間／3か月）を削減 13）。また，
急性期脳梗塞診療時間の迅速化（来院
から画像検査までの時間を 5分短縮 , 
病院来院時から専門的治療までの時間
を 16分短縮）も図れている。このよ
うな診療看護師（NP）による総合的
な活動に基づいた患者への貢献の成果
として，65歳以上の高齢者の在院日
数減少（介入群で 12.9日短縮）や自
宅退院率向上（4.2倍増加）といった
結果を示せた 14）。さらに，急性期脳梗
塞等の重度後遺症で寝たきりになった
離島在住患者の 73.5％（25／34人）が
帰島，親族のいる環境への転院に関し
ては94.1％（32／34人）で実現するなど，
住み慣れた地域・親しい家族の元での
診療継続・療養を可能にした。
　このような結果に診療看護師（NP）
の実践がどの程度影響しているかは研
究・分析をさらに重ねなければならな
いが，診療看護師（NP）を含む医療
従事者による総合的なかかわりによっ
て，臨床現場の活性化，医療提供体制
の効率化に影響を及ぼした可能性があ
ると考えている。

これからの医療資源の考え方

　「もの」という資源が「ひと」という
労働資源を上回る（いわゆる労働集約
的ではなく，資源集中的・労働節約的）
医療現場が，日本の医療提供体制の特
徴である 15）。限られた労働資源を活用
し，より良い医療提供体制にグレード
アップ，そしてサスティナブルなもの
にしていくには，「資源を増やし（広げ
る・探す），有効活用（最適化）」する
ことが重要だと考える。つまり，今あ
る資源の中に輝く逸材を探す努力を
し，それぞれの役割／能力を広げられ

るよう，現場レベルでの工夫が必要だ。
さらに，地域や医療現場の実情を，デー
タを用いて評価し，どこにどのような
資源を配置すれば良いか考え，医療従
事者同士が支え合える仕組みを創造す
ることが重要だろう。今回紹介した当
院の事例は，診療看護師（NP）を活用
し，医療の適正化を図れた数少ない成
功事例だと言える。日本の医療現場に
なじみのなかった診療看護師（NP）の
活用は一つの創意工夫であり，医療需
要の高まる長崎県の今後 10年におい
て，サスティナブルなケアシステムの
構築の一助につながると期待している。

註：日本 NP教育大学院協議会では，診療看護
師（NP）に必要とされるコンピテンシーに，
①包括的な健康アセスメント能力，②医療的処
置マネジメント能力，③熟練した看護実践能力，
④看護管理能力，⑤チームワーク・協働能力，
⑥医療・保健・福祉システムの活用・開発能
力，⑦倫理的意思決定能力の 7つを定める。
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